
●利用者負担割合の見直し（平成30年８月実施）
　介護サービスを利用した際の利用者負担割合について、現役並
みの所得を有する方の負担割合が２割から３割に引き上げられま
す（図４）。

推計の概要

第７期荒川区介護保険事業計画を策定第７期荒川区介護保険事業計画を策定

● 高齢者数および要介護・要支援認定
者数
　荒川区の高齢者数は、平成32年度
から微減傾向で推移しますが、75歳
以上の後期高齢者の割合が高くなるた
め、要介護・要支援認定者の数は増加
していくと見込んでいます（図１、図
２）。

　この計画では、国の指針や介護保険制度の改
正、近年の区の介護保険事業の実績等を踏まえ
て、平成30～32年度の介護保険事業運営に必
要なサービス量や費用等を推計し、65歳以上
の方（第１号被保険者）の介護保険料を定めて
います。

〔問合せ〕介護保険課　☎内線２４３１

●介護保険事業費
　要介護・要支援認定者が増えることに伴い、必要となる介護サー
ビスの量と介護保険事業に係る費用は増加していくと見込んでいま
す（図３）。

●所得指標の見直し（平成30年４月実施）
　介護保険料や利用者負担割合等の判定基準となる合計所得金額
について、土地等の売却に係る長期譲渡所得や短期譲渡所得の特
別控除額が含まれる場合には、特別控除額を控除することとなり
ました。
　また、介護保険料の所得段階が第１～５段階の方については、
上記と併せて公的年金等に係る雑所得も控除することとなりまし
た。

●介護医療院の創設（平成30年４月実施）
　施設サービスに「介護医療院」が追加されます。介護医療院で
は、要介護者の方に、「長期療養のための医療」と「日常生活上
の世話（介護）」を一体的に提供します。区では、今後、介護療
養型施設等からの転換動向を注視し、医療ニーズに対応した施設
サービスの適切な確保に努めていきます。
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単　　身：280万円未満
２人以上：346万円未満

図４

※第２号被保険者、区民税非課税者、生活保護受給者は、上記に関わらず１割負担

介護保険制度の主な改正内容

●居宅サービス
　近年、医療ニーズに対応したサービス（「訪問看護」、「居宅療養管理
指導」等）が急激に増加しているため、本計画では、これらのサービス
の増加傾向がさらに強まると見込んでいます。

●施設サービス
　今後の特別養護老人ホームの整備については、入所申込者の状況や区
民向け実態調査の結果に加え、居住系サービスの整備状況等を考慮し、
検討を進めていきます。

●地域支援事業
　日常生活圏域を８圏域に細分化した上で地域包括支援センターの機能
を強化し、高齢者の総合相談や権利擁護等、よりきめ細やかなサービス
や支援を展開するとともに、介護予防をさらに推進します。

介護保険事業の方向性
●地域密着型サービス
　地域密着型サービスのうち、「定期巡回・随時対応型訪問介
護看護」、「小規模多機能型居宅介護」、「認知症対応型共同生活
介護」「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護」について
は、特に重点的に整備を進める必要があるため、本計画において
整備目標数を定めて推進していきます。

区　　　分 第７期整備目標数
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 １か所
小規模多機能型居宅介護（看護小規模多機能
型居宅介護を含む） ５か所

認知症対応型共同生活介護 ３か所
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 １か所

60,00050,00040,00030,00020,00010,0000 （人）

65～74歳
75歳以上

平成30年度 50,71224,690（48.7％） 26,022（51.3％）

平成31年度 50,84024,276（47.7％） 26,564（52.3％）

平成32年度 50,83624,299（47.8％） 26,537（52.2％）

平成37年度 50,14820,532（40.9％） 29,616（59.1％）

…

図１　「65～74歳」と「75歳以上」の人数（推計）
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10,0009,0008,0007,0006,0005,0004,0003,0002,0001,0000 （人）

要支援１
要支援２
要介護１
要介護２
要介護３
要介護４
要介護５

平成31年度 9,8111,425 1,281 2,067 1,627 1,264 1,236 911

平成32年度 10,0341,461 1,305 2,112 1,661 1,300 1,265 930

平成30年度 9,5901,389 1,259 2,024 1,590 1,231 1,208 889

図２　要介護度別の人数（推計）
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図３　介護保険事業費（推計）

　平成30年４月以降、制度の一部が見直されます。
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